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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期
第２四半期
累計期間

第16期
第２四半期
累計期間

第15期
第２四半期
会計期間

第16期
第２四半期
会計期間

第15期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 1,624,3621,835,107782,481 945,8423,274,244

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△177,067 131,278 1,708 80,530△154,396

四半期純利益又は四半期(当期）純

損失（△）（千円）
△133,333 76,228 △25,722 47,316△125,250

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 377,525 377,525 377,525

発行済株式総数（株） － － 39,753 39,753 39,753

純資産額（千円） － － 1,180,5481,241,0081,188,631

総資産額（千円） － － 2,669,7452,755,3682,792,172

１株当たり純資産額（円） － － 29,697.0931,217.9829,900.42

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期(当期）純損失金

額（△）（円）

△3,354.051,917.55△647.05 1,190.26△3,150.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 600

自己資本比率（％） － － 44.2 45.0 42.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△131,212 191,169 － － △179,756

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,275 △293 － － △2,460

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△272,556△141,564 － － △104,714

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 412,175 579,600 530,288

従業員数（人） － － 844 662 780

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第15期第２四半期累計期間、第15期第２四半期会計期間及び第15期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため、また、

第16期第２四半期累計期間及び第16期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 662  

　（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社の主たる業務は、機械、電気・電子、ソフトウエアの設計開発などの技術提供サービス事業であり、提供する

サービスの性格上、生産実績になじまないため、記載を省略しております。

(2）受注状況

　当社のアウトソーシング事業はその形態から受注金額と販売金額がほぼ同等となるために、記載を省略しており

ます。

(3）販売実績

　当社の報告セグメントは単一でありますが、当第２四半期会計期間の販売実績を事業区分別に示すと次のとおり

であります。

アウトソーシング事業

当第２四半期会計期間

（自　平成22年７月１日

    至　平成22年９月30日）

売上高（千円） 構成比（％） 前年同四半期比（％）

事

業

区

分

輸送用機器関連 385,355 40.7 135.8

機械関連 74,515 7.9 164.5

情報通信・精密機器関連 201,926 21.3 98.0

電気電子機器・半導体回路関連 203,037 21.5 107.8

情報処理・ソフトウエア関連 81,007 8.6 137.3

合計 945,842 100.0 120.9

　（注）１．本表の金額には消費税等は含まれておりません。

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在してないため、主な相手先別の販売実

績等の記載は省略しております。　 

 

２【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当第２四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)業績の状況  

当第２四半期会計期間のわが国経済は、海外各国の緊急経済対策を背景とする景気刺激策の効果に牽引され、国内

景気は持ち直してまいりました。しかしながら、円高や海外経済の減速など、回復ペースの勢いには陰りがみられ、依

然として先行きは楽観視できない状況が続いております。

当社の主要顧客であるメーカーにおいては、企業間格差は残るものの最悪期からの一定の業績改善が見られる状況

で推移しております。それにより当社における受注数も緩やかではありますが、回復傾向となっております。

このような状況の中、受注に対する積極的且つスピーディな営業展開を推進した結果、今期実施した緊急的な業務

領域の拡大効果も含め、平成22年９月末時点での稼働率は89.1％（稼働率(％)＝稼働技術者数/技術社員総数＊100で

あり、期間の月末人数を累計した数値により算出しております。）、当第２四半期会計期間においても88.2％と改善い

たしました。稼働時間に関しましては、顧客企業の残業規制は緩和状態を継続しており、第１四半期の状態を維持して

おります。また、技術料金については経験者の業務開始が増加したことから第１四半期に比べ微増となりました。

これらの結果、当第２四半期会計期間の売上高は945,842千円（前年同四半期比20.9％増）、売上原価は767,555千

円（同8.3％減）、販売費及び一般管理費は133,351千円（同5.5％減）、営業利益は44,934千円（前年同期営業損失

195,703千円）、経常利益は80,530千円（前年同四半期比4,614.2％増）、税引前四半期純利益は80,530千円（同

4,614.2％増）、四半期純利益は47,316千円（前年同期四半期純損失25,722千円）となりました。売上原価は、待機技

術者の戦力化に伴う売上高の増加及び人件費の圧縮により、売上に対する構成比率は81.2％（前年同四半期比25.8ポ

イント減）となりました。販売費及び一般管理費は、売上高の増加に加え、継続実施している役員報酬を含む人件費の

圧縮や採用費の抑制などにより、売上に対する構成比率は14.1％（前年同四半期比3.9ポイント減）となりました。ま

た、雇用調整助成金につきましては営業外収益に38,141千円を計上しておりますが、稼働率の上昇に伴い、減少傾向に

あります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

 　 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、税引前四半期純利益

及び未収法人税等の還付により、前事業年度末に比べ49,312千円増加し579,600千円となりました。なお、前年同四

半期会計期間末における資金の残高は412,175千円でありました。

    当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

   (営業活動によるキャッシュ・フロー)

    営業活動の結果得られた資金は、124,589千円となりました。これは、売上債権の増加等の減少要因があったも

のの、税引前四半期純利益、賞与引当金等が増加したことによります。なお、前年同四半期は678千円の資金を使用し

ました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は、293千円となりました。これは有形固定資産の取得によるものです。なお、前年同

四半期は資金を使用しておりません。

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　  財務活動の結果使用した資金は、73,251千円となりました。これは借入金の返済、配当金の支払等によるもの

　です。なお、前年同四半期は272,306千円の資金を使用しました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

 　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　(4)研究開発活動

　　　 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 135,000

計 135,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,753 39,753

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 39,753 39,753 － －

（注）第２四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱであります。

なお、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱは、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス及びＮＥＯとともに、新たに開

設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡ

Ｑ（スタンダード）であります。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年10月19日臨時株主総会決議（第２回新株予約権）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 8

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 72

新株予約権の行使時の払込金額（円） 33,334

新株予約権の行使期間
自　平成18年10月20日

至　平成23年10月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 33,334

資本組入額　　16,667

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という。）は、権利行使時において当社の取締役、監査役

又は従業員いずれかの地位を保有していること、あるい

は、当社と顧問契約を締結している場合に限る。ただし、

定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた

場合は、この限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予

約権を行使することが出来る。

③その他の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権

割当契約書」に定めるところによる。

④新株予約権者は、当社普通株式が上場もしくは店頭登録

された場合に限り、新株予約権を行使することが出来

る。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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　（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

１

分割・併合の比率

又、新株予約権発行後時価を下回る価額で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合（新株予約権

行使の場合は除く。）は次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数

は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継

される場合、又は、当社が会社分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行

い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

２．平成18年９月１日付及び平成20年４月１日付でそれぞれ１株を３株に分割したことにより、「新株予約権の

目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 39,753 － 377,525 － 337,525
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

田中　吉武 岐阜県瑞穂市 16,343 41.11

ヒップ従業員持株会 神奈川県横浜市西区楠町８-８ 3,913 9.84

田中　佐津枝 岐阜県瑞穂市 918 2.30

岩﨑　篤二 東京都荒川区 615 1.54

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２-７-１ 585 1.47

株式会社神奈川銀行 神奈川県横浜市中区長者町９-166 450 1.13

株式会社横浜銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1

（東京都中央区晴海１-８-12

　晴海アイランドトリトンスクエア

  オフィスタワーＺ棟）

450 1.13

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１-６-６

日本生命証券管理部内
450 1.13

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１-２-１ 450 1.13

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１-９-１ 423 1.06

計 － 24,597 61.87
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,753 39,753 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 39,753 － －

総株主の議決権 － 39,753 －

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 33,75030,90025,90026,25023,99023,900

最低（円） 20,50022,00022,30022,10021,11020,500

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 579,600 530,288

受取手形及び売掛金 530,246 456,267

仕掛品 7,103 7,874

貯蔵品 27 67

前払費用 25,257 21,831

繰延税金資産 76,756 130,521

未収還付法人税等 － 10,124

未収消費税等 － 41,287

その他 14,186 55,465

流動資産合計 1,233,177 1,253,728

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 408,256 417,694

構築物（純額） 3,132 3,326

車両運搬具（純額） 1,339 1,691

工具、器具及び備品（純額） 3,226 4,083

土地 968,009 968,009

有形固定資産合計 ※1
 1,383,964

※1
 1,394,805

無形固定資産

ソフトウエア 3,619 4,565

施設利用権 1,871 1,888

無形固定資産合計 5,490 6,454

投資その他の資産

投資有価証券 7,000 7,000

長期前払費用 888 1,645

繰延税金資産 87,561 87,561

会員権 1,900 1,900

差入保証金 37,186 40,877

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 132,735 137,183

固定資産合計 1,522,190 1,538,444

資産合計 2,755,368 2,792,172
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 90 51

短期借入金 300,000 280,000

1年内返済予定の長期借入金 257,040 275,040

未払金 3,582 7,397

未払費用 271,421 285,962

未払法人税等 2,742 －

未払消費税等 35,224 －

預り金 17,207 21,587

賞与引当金 112,688 104,764

その他 1,429 1,621

流動負債合計 1,001,425 976,424

固定負債

長期借入金 282,400 401,920

退職給付引当金 156,918 151,808

役員退職慰労引当金 73,615 73,388

固定負債合計 512,934 627,116

負債合計 1,514,360 1,603,540

純資産の部

株主資本

資本金 377,525 377,525

資本剰余金 337,525 337,525

利益剰余金 525,958 473,581

株主資本合計 1,241,008 1,188,631

純資産合計 1,241,008 1,188,631

負債純資産合計 2,755,368 2,792,172
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 1,624,362 1,835,107

売上原価 1,705,893 1,524,459

売上総利益又は売上総損失（△） △81,530 310,647

販売費及び一般管理費

役員報酬 34,956 33,867

給料及び賞与 128,020 122,718

賞与引当金繰入額 12,636 12,274

退職給付引当金繰入額 732 759

役員退職慰労引当金繰入額 4,672 4,557

法定福利費 22,468 20,230

採用費 2,085 －

旅費及び交通費 7,062 7,755

支払手数料 23,689 21,399

地代家賃 21,957 20,650

減価償却費 3,722 3,051

その他 28,206 26,188

販売費及び一般管理費合計 290,208 273,454

営業利益又は営業損失（△） △371,739 37,193

営業外収益

受取利息 102 94

受取配当金 50 50

受取手数料 696 621

助成金収入 197,863 98,807

その他 2,321 1,840

営業外収益合計 201,034 101,414

営業外費用

支払利息 6,362 7,323

その他 0 5

営業外費用合計 6,362 7,329

経常利益又は経常損失（△） △177,067 131,278

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,322

特別損失合計 － 1,322

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △177,067 129,956

法人税等 ※1
 △43,733

※1
 53,728

四半期純利益又は四半期純損失（△） △133,333 76,228
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 782,481 945,842

売上原価 837,098 767,555

売上総利益又は売上総損失（△） △54,616 178,286

販売費及び一般管理費

役員報酬 17,790 16,534

給料及び賞与 64,365 59,825

賞与引当金繰入額 6,625 5,995

退職給付引当金繰入額 362 380

役員退職慰労引当金繰入額 2,364 2,235

法定福利費 11,130 10,044

採用費 1,031 －

旅費及び交通費 3,397 4,102

支払手数料 9,081 9,093

地代家賃 10,807 10,325

減価償却費 1,859 1,537

その他 12,269 13,276

販売費及び一般管理費合計 141,086 133,351

営業利益又は営業損失（△） △195,703 44,934

営業外収益

受取利息 △1 43

受取手数料 342 306

助成金収入 197,863 38,141

その他 2,310 710

営業外収益合計 200,515 39,201

営業外費用

支払利息 3,103 3,598

その他 0 5

営業外費用合計 3,103 3,604

経常利益 1,708 80,530

税引前四半期純利益 1,708 80,530

法人税等 ※1
 27,430

※1
 33,214

四半期純利益又は四半期純損失（△） △25,722 47,316
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△177,067 129,956

減価償却費 13,997 12,092

長期前払費用償却額 1,454 756

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,704

賞与引当金の増減額（△は減少） △81,260 7,924

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,619 5,110

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,672 227

受取利息及び受取配当金 △152 △144

支払利息 6,362 7,323

売上債権の増減額（△は増加） 196,022 △73,978

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,845 811

前払費用の増減額（△は増加） △586 △3,426

差入保証金の増減額（△は増加） 8,368 2,068

その他の資産の増減額（△は増加） △117,382 41,197

仕入債務の増減額（△は減少） △242 38

未払費用の増減額（△は減少） △28,744 △14,541

預り金の増減額（△は減少） △80 △4,380

その他の負債の増減額（△は減少） △32,382 73,019

小計 △201,246 185,761

利息及び配当金の受取額 170 144

利息の支払額 △6,138 △7,323

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 76,001 12,586

営業活動によるキャッシュ・フロー △131,212 191,169

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,275 △293

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,275 △293

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △40,000 20,000

長期借入金の返済による支出 △137,520 △137,520

配当金の支払額 △95,036 △24,044

財務活動によるキャッシュ・フロー △272,556 △141,564

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △405,044 49,312

現金及び現金同等物の期首残高 817,219 530,288

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 412,175

※1
 579,600
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項の変

更

 資産除去債務に関する会計基準の適用

　  第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、営業利益及び経常利益は382千円減少し、税引前四半期純利益は1,704千

円減少しております。　

 

 

【簡便な会計処理】

　   該当事項はありません。

 

 

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、115,665千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、104,903千円であ

ります。

 

（四半期損益計算書関係）

  前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日

　　　　　　　 　 至　平成21年９月30日）

  当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日

　　　　　　　 　 至　平成22年９月30日）

※１　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示して

　　おります。

※１　　　　　　　　　　同左

  前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日

　　　　　　　 　 至　平成21年９月30日）

  当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日

　　　　　　　 　 至　平成22年９月30日）

※１　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示して

　　おります。

※１　　　　　　　　　　同左

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年９月30日現在） 　（平成22年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 412,175

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 412,175

　

 （千円）

現金及び預金勘定 579,600

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 579,600
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　39,753株

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額　

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 23,851 600 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

　

　

　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  当社は、アウトソーシング事業を営み顧客企業に技術サービスを提供しておりますが、その財務情報は全社

を一体のものとして把握しており、経営者が定期的にレビューする事業は個別には存在しておりません。区分

すべき事業セグメントが存在せず報告セグメントが単一であるため、セグメント情報に関する記載は省略して

おります。

（追加情報）　

　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日)

前事業年度末
 (平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 31,217.98円 １株当たり純資産額 29,900.42円

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期純損失金額

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 3,354.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　

１株当たり四半期純利益金額 1,917.55円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）　（千円）　 △133,333 76,228

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失　　

　　　（△）（千円）
△133,333 76,228

期中平均株式数　　　　　　　　　　　 （株） 39,753 39,753

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－　 －　
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 647.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1,190.26円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）　（千円）　 △25,722 47,316

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失　　

　　　（△）（千円）
△25,722 47,316

期中平均株式数　　　　　　　　　　　 （株） 39,753 39,753

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－　 －　

 

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月５日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　達　也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップの平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの第15期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月

30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップの平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四

半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第２四半期会計期間

より助成金収入の計上基準について支給決定時から労働局に対する支給申請受理時に変更している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月２日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　田　弘　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　達　也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップの平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの第16期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月

30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップの平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四

半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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